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感染拡大による仕事への影響
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資料３



①新型コロナウイルス感染症の
感染拡大による企業への影響
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大下における
企業の生産・売上額等の動向

3
資料出所：JILPT 「新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響に関する調査」（一次集計）結果（2、3、4、5月の変化を6月に調査・企業調査）』

 2020年６月に実施した企業調査において、同年２～５月の各月における調査対象企業の生産・売上額等の対前年同月増減を尋
ねると、月を経るに従って、「減少」と回答した企業の割合が上昇し、５月には７割を上回った。

 「減少」の程度も、より大きな割合が月を経るとともに上昇し、５割程度以上減少した企業の割合は、５月で15.9％まで上昇している。



企業が事業の運営、社員の働く環境に関連して実施した項目
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 同調査において２～５月に企業が事業の運営、社員の働く環境に関連して実施した項目を尋ねると、「在宅勤務（テレワーク）の実
施」の割合がいずれの月も最も高く、次いで「営業の短縮（営業日の縮小）」、「営業の短縮（一日あたりの営業時間の短縮）」、「有
給の特別休暇の付与（年次有給休暇は除く）」の割合が高くなっている。

資料出所：JILPT 「新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響に関する調査」（一次集計）結果（2、3、4、5月の変化を6月に調査・企業調査）』



企業の雇用調整の実施状況
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 同調査において、雇用調整の状況について尋ねると、５月に雇用調整を実施したと回答した企業の割合は「正社員・正規従業員」で
55.1％、 「パート・アルバイト・契約社員」で39.4％となっている。

 ５月における雇用調整の方法についてみると、いずれも「残業の削減」、「所定労働時間の短縮」、「一時休業（一時帰休）」の順に割
合が高くなっている。
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資料出所：JILPT 「新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響に関する調査」（一次集計）結果（2、3、4、5月の変化を6月に調査・企業調査）』
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②新型コロナウイルス感染症の
感染拡大による働く人への影響
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新型コロナウイルス感染症に関連した労働者の雇用や収入に関わる影響

 ４月、５月、８月に実施した連続パネル個人調査において、毎回回答した民間企業の雇用者について、新型コロナウイルス感染症に
関連した影響の推移をみると、「影響があった」と回答した割合は「４月調査」では36.2％、「５月調査」では43.9％、「８月調査」で
は40.5％となっている。

 具体的な影響の内容を見ると、「８月調査」 では「勤務日数や労働時間の減少（休業を含む）」が依然として高い一方、「収入の
減少」の割合が「勤務日数や労働時間の減少（休業を含む）」 を上回った。

7
資料出所：JILPT 『「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査」（一次集計）結果（6～7月の変化を中心に8月に調査・4月からの連続パネル個人調査）』
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仕事上での感染不安
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 同調査の「８月調査」において、７月末現在で仕事（職場やこれに準じる場所、通勤経路）上、新型コロナウイルスへの感染不安を
「とても感じている」あるいは「やや感じている」と回答した民間企業の雇用者の割合は、全体で66.0％となっている。

 勤務先の主な業種別にみると、「医療、福祉」や「飲食店、宿泊業」で、「とても感じている」と「やや感じている」の回答の割合が７割を超
えている。

 同調査において、勤めている会社で緊急事態宣言の期間までに行われた就労面での対応のうち、７月末時点でも継続して行われてい
る対応を尋ねると「マスク・アルコール消毒用品、フェイスシールドの使用・配備」が50.8％と最も高く、勤め先の主な業種でみると、「郵便
局・協同組合」で66.7％、「飲食店・宿泊業」で58.9％、「医療、福祉」で58.4％とこの順に高くなっている。

資料出所：JILPT 『「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査」（一次集計）結果（6～7月の変化を中心に8月に調査・4月からの連続パネル個人調査）』

34.6

32.1

33.3

37.9

45.9

41.4

21.6

32.1

30.5

29.5

29.4

26.2

29.1

19.6

32.7

28.9

32.9

36.1

31.1

31.4

35.7

38.6

34.4

35.7

37.6

31.1

37.7

32.1

36.4

33.3

8.2

9.2

5.6

7.6

4.3

6.4

6.8

11.8

10.2

9.3

14.5

9.8

12.8

15.9

9.8

4.4

2.7

8.3

5.3

2.7

1.4

2.3

2.8

3.1

8.4

3.9

6.6

5.5

9.8

4.3

23.9

23.1

16.7

18.2

15.6

15.0 

30.7

18.9

20.5

15.2

21.1

19.7

20.5

18.2

19.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

サービス業

郵便局・協同組合

教育、学習支援業

医療、福祉

飲食店、宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・熱供給 ・水道業

製造業

建設業

計

とても感じている やや感じている あまり感じていない まったく感じていない 何とも言えない

66.0%

77.1%

77.3%



新型コロナウイルス感染症に関連した仕事や収入にかかわる影響
（フリーランスで働く者）
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 同調査の「８月調査」において、４月１日現在から７月末現在までフリーランスで働いている者に対して、緊急事態宣言の期間までに
生じた影響と、そのうち７月末現在でも継続している影響を尋ねると、 「何らかの影響があった」と回答した割合は緊急事態宣言の期間
まででは66.0％、７月末現在では59.2％となっている。

 影響の内容についてみると、「業績への影響（売上高・収入の減少）」、「事業活動（生産、販売、サービス）の抑制や中止」、「既に
受注していた仕事（イベントやツアー等含む）の中止や延期」、「新規受注や顧客の減少、消失」が高くなっている。

資料出所：JILPT 『「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査」（一次集計）結果（6～7月の変化を中心に8月に調査・4月からの連続パネル個人調査）』



③テレワークを巡る現状
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テレワークの実施率①【企業調査】

○ 緊急事態宣言発令を挟んだ２回の調査を比較すると、テレワーク実施率は、従業員規模にかかわらず増加して

いる。

○ 従業員規模が大きくなるにつれ、テレワークの実施率も高くなる傾向にある。

○ テレワーク実施率は業種によって差があり、小売業は低い。

【出典】東京商工会議所「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」調査

■ テレワーク実施率 ■ テレワークを開始した時期 ■ テレワーク実施率の変化

■ テレワーク実施率（従業員規模別） ■ テレワーク実施率（業種別）

前回調査期間：2020年３月13日～31日
今回調査期間：2020年５月29日～６月５日
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資料出所：厚生労働省「第１回「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」参考資料「テレワークを巡る現状について」」



■ 従業員のテレワーク実施率 ３か月推移 正社員ベース

【出典】パーソル総合研究所
「第３回・新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」

テレワークの実施率②【労働者調査】

○ 緊急事態宣言発令後、正社員のテレワーク実施率は増加し、解除後は微減している。

○ 企業規模が大きくなるにつれ、テレワーク経験がある人の割合は高くなる傾向にある。

○ 業種別にみると、情報通信業や学術研究,専門･技術サービス業は高く、医療,介護,福祉は低い。

○ 職種別にみると、コンサルタントや企画･マーケティング等は高く、販売職･医療系専門職･製造等は低い。

■テレワーク経験がある人の割合（企業規模別）

【出典】リクルート「テレワーク緊急実態調査」

【出典】パーソル総合研究所「第３回・新型コロナウイルス
対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」

■ 業種別テレワーク実施率 ■職務別テレワーク実施率

12
資料出所：厚生労働省「第１回「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」参考資料「テレワークを巡る現状について」」
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■ テレワークの効果（企業調査）

テレワークで感じた効果

■ テレワークのメリットだと感じる点（労働者調査）

■ テレワークで感じたメリット（労働者調査）

【出典】東京商工会議所「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」調査

【出典】日本労働組合総連合会「テレワークに関する調査2020」 【出典】スタッフサービス・ホールディングス「「テレワーク導入後の働き方」に関する意識調査」

■ テレワークを継続したい理由（労働者調査）

【出典】ＮＴＴデータ経営研究所ほか「緊急調査：パンデミック(新型コロナウイルス対策)と働き方」

全体（n＝732）

１位
働き方改革が進んだ（時間外労働の削減）

50.1％

２位
業務プロセスの見直しができた

42.3％

３位
定型的業務の生産性が上がった

17.0％

４位
特になし
17.0％

５位
コスト削減
14.3％

○ 労働者調査の結果を見ると、通勤時間がないため時間を有効活用できたり、ストレスが軽減される、オフィス
よりも集中できる、無駄な会議が減るなどのメリットを感じる傾向にある。

○ 企業調査の結果を見ると、働き方改革が進んだ、業務プロセスの見直しができた等の効果が挙げられている。

14
資料出所：厚生労働省「第１回「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」参考資料「テレワークを巡る現状について」」



【出典】日本労働組合総連合会「テレワークに関する調査2020」

テレワークで感じた課題①

■テレワークのデメリットだと感じる点（労働者調査）

【出典】ＮＴＴデータ経営研究所ほか「緊急調査：パンデミック(新型コロナウイルス対策)と働き方」【出典】スタッフサービス・ホールディングス「「テレワーク導入後の働き方」に関する意識調査」

■テレワークで感じたデメリット（労働者調査） ■テレワークの課題（労働者調査）

○ 社内での気軽な相談・報告が難しく、また、画面を通じた連絡が中心となる働き方であり、労働者調査では、
社内でのコミュニケーションが不足するということがデメリットや課題として挙げられている。

○ また、勤務時間とそれ以外の時間との区別がつけづらいということもデメリットや課題として挙げられてい
る。
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資料出所：厚生労働省「第１回「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」参考資料「テレワークを巡る現状について」」



■テレワーク利用に必要な課題、不便な点（労働者調査）

【出典】内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

テレワークで感じた課題②

■テレワークを実施した際の課題（企業調査）

【出典】東京商工会議所「テレワークの実施状況に関する緊急アンケート」調査

全体（n＝732）

１位
ネットワーク環境の整備

56.7%

２位
PC・スマホ等機器の確保

55.9%

３位
社内のコミュニケーション

55.5%

４位
情報セキュリティ体制整備

50.9%

５位
書類への押印対応

44.9%

■在宅勤務・テレワーク運用の課題（企業調査）

【出典】株式会社日本経済新聞社 OFFICE PASS事務局
「新型コロナ対策 テレワークに関するマネジメント層を対象としたアンケートレポート」

○ テレワークの利用拡大が進むために必要と思うものについて、労働者調査では、社内の打合せや意思決定の仕方や、顧
客や取引先との打合せや交渉の仕方の改善、書類のやりとりを電子化、ペーパーレス化、社内外の押印文化の見直しが必
要との回答があった。

○ テレワークを実施した際の課題について、企業調査では、ネットワーク環境の整備やPC等機器の確保、労働者調査では、
機微な情報を扱い難いなどのセキュリティ面の不安や通信費の自己負担が発生などの回答があった。

○ また、企業調査では、労働者の自宅にインターネット環境が整備されていない、企業においてリモートで業務を行うた
めのシステム・ツールの導入が不十分などの理由から、在宅勤務ができない社員がいるケースがあるとの回答があった。
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資料出所：厚生労働省「第１回「これからのテレワークでの働き方に関する検討会」参考資料「テレワークを巡る現状について」」


